
2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

1 E01982
ユー・エム・
シー・ジャパ
ン㈱

非公開 非上
注記事項（単
体） ： (重要な
後発事象)

（東北地方太平洋沖地震の影響について）
　平成23年3月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」に伴い、平成23年3月14日以降当社本社・館山工場の近辺において計画停電が実施さ
れております。これに伴い、当社館山工場は一部操業を停止しておりますが、この操業停止による損害額、完全に操業を再開する見通し及びこの操業停
止が営業活動等に及ぼす影響については、現在調査中であります。

2 E01728 ㈱妙徳 機械 ＪＱＳ
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

３．東北地方太平洋沖地震の影響について
平成23年3月11日に発生した　「東北地方太平洋沖地震」により、当社岩手事業所（生産工場）が被災いたしました。
　当社従業員の人的被害はありませんが、設備の状況を確認中のため操業を停止しております。この地震による損害は、現時点では、未確定でありま
す。
　また、翌連結会計年度の経営成績に与える影響についても、現時点では、見積もることは困難であります。

3 E05522
ＰＧＭホー
ルディング
ス㈱

サービ
ス業

東一
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

（東北地方太平洋沖地震による損害の発生について）
　平成23年３月11日発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」の発生により、宮城県、福島県等の東北地方を中心とした当企業グループの一部ゴルフ
場において、建物、ゴルフコース等に破損・崩落等の被害が発生しております。これらのゴルフ場において、営業を停止または自粛せざるを得ない状況と
なっております。これらによる当企業グループの営業活動に及ぼす影響、復旧の見通し及び修繕工事等に係る費用を含めた損失額については、現時点
で未確定であります。

4 E00397
オエノン
ホールディ
ングス㈱

食料品
東一、
大一
etc.

注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

(重要な後発事象)
東北地方太平洋沖地震の影響について
平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」による人的被害はございません。設備等につきましては、東北地方及び関東地方の事業
所において、建物等の損傷や商品等の在庫への破損等の被害が発生しておりますが、これらの地震による損害の程度や業績に与える影響等につきまし
ては現在調査中であります。

5 E03517
㈱ブロンコ
ビリー

小売業 ＪＱＳ
注記事項（単
体） ： （重要な
後発事象）

　平成23年3月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」において、当社の店舗設備等営業に支障をきたす直接的な被害はありませんでしたが、
11店舗が「計画停電」地域（東京都、埼玉県、神奈川県、静岡県）にあり、「計画停電」が長期化した場合、当社の翌事業年度以降の業績に影響を及ぼす
可能性があります。なお、現時点で当該影響額を合理的に見積ることは困難なため、金額の記載をしておりません。

6 E00932 中外製薬㈱ 医薬品 東一

注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

平成23年３月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震により、中外製薬工業株式会社の宇都宮工場などが被災しました。これによる損害額及び業績
に与える影響は現時点では不明であります。

7 E01162
東海カーボ
ン㈱

ガラス・
土石製

品
東一

注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、宮城県石巻市に所在する当社石巻工場及び宮城県柴田町に所在する当社の子会社東海
高熱工業株式会社仙台工場が被害を受けた。被害を受けた当社石巻工場等の資産の主なものは、建物及び構築物（帳簿価額1,007百万円）、機械装置
及び運搬具（帳簿価額858百万円）及び原材料等の棚卸資産（帳簿価額1,276百万円）である。
　なお、前述の「（帳簿価額）」は、平成23年２月末時点の帳簿価額であり、損害額を示すものではない。
　両社は平成23年３月12日付で対策本部を設置し、情報収集と対応策の検討・実施を進めているが、現段階で地震による被害が営業活動等に及ぼす重
要な影響を見積もることは困難である。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

8 E00409
三国コカ・
コーラボトリ
ング㈱

食料品 東一
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

 　東北地方太平洋沖地震の影響について
１．被災の状況
　埼玉県さいたま市岩槻区及び埼玉県吉見町にあります当社の自動倉庫が被災しております。また、子会社及び関連会社の工場も一部被災しておりま
す。
２．損害額
　この災害に起因する損害につきましては調査中であり、現段階で影響額を見積もることは困難であります。
３．営業活動等に及ぼす影響
　電力供給・物流等の影響もあり、通常の製品供給が維持できないことが想定されます。従いまして、現段階で営業活動に及ぼす影響を見積もることは困
難であります。

9 E04256 東海汽船㈱ 海運業 東二
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

(東北地方太平洋沖地震の影響について)
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響による人的および船舶等への被害はありません。なお、この震災に伴う計画停電の実施など
が、今後当社グループの営業活動に影響を及ぼす可能性はありますが、現時点では財政状態および経営成績に与える影響額についての算定は困難で
あります。

10 E00394
アサヒビー
ル㈱

食料品
東一、
大一

注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

 （東北地方太平洋沖地震関連）
　平成23年３月11日に発生した「東北地方太平洋沖地震」により、当社　福島工場（福島県本宮市）、茨城工場（茨城県守谷市）において建物及び設備の
一部に損傷等の被害が発生しました。また、アサヒグループの一部の拠点においても地震等の影響により操業を見合わせております。
　なお、被害箇所は広範囲にわたり、復旧工事の方法を短期間に決定できない状況にあり、また、被害状況についても現在調査中で、現時点で翌連結会
計年度に支出すると認められる撤去費用等又は原状回復費用等を合理的に見積もることは困難であります。
　したがって、現段階で地震による被害が翌連結会計年度の営業活動に及ぼす影響を見積もることは困難であります。

11 E02934 木徳神糧㈱ 卸売業 ＪＱＳ
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

（重要な後発事象）
　災害による重大な損害の発生
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社グループの建物及び設備並びに棚卸資産等に重大な被害を受けました。これに伴う、
具体的な損害額及び復旧費用並びに営業活動への影響は、現時点では算定困難であります。

12 E04801
中道リース
㈱

その他
金融業

札上
注記事項（単
体） ： (重要な
後発事象)

平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」により、当社の営業地域である東北地方及び関東地方が被害を受けました。この地震に
よる影響等につきましては現在調査中であり、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響額について現時点では算定が困難であり
ます。

13 E00395
キリンホー
ルディング
ス㈱

食料品
東一、
大一
etc.

注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

 （東北地方太平洋沖地震の影響について）
 平成23年３月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、連結子会社である麒麟麦酒㈱の仙台工場等が被災しました。麒麟麦酒㈱仙台工場では、ビール
貯蔵タンク４基の倒壊など、全ての設備が被災し、津波による製品在庫の損傷がありました。今後の復旧の見通し及び修繕費用等といった実質損害額は
未確定であります。また、この被災による翌連結会計年度の経営成績に及ぼす影響を見積もることは現時点では困難であります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

14 E00860
アグロ　カネ
ショウ㈱

化学 東二
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

 （東北地方太平洋沖地震による損害の発生）
　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社の福島工場の工場敷地内道路に亀裂が生じ、工場・倉庫の一部壁面にひび及びはが
れが生じました。また、地震後の津波も工場敷地内に浸入しましたが、地震に端を発した東京電力福島第１原子力発電所の事故による避難指示地域にあ
り工場に立入りが出来ないため、被害の詳細は不明であります。そのため、修繕費用等の発生額及び操業の再開時期等は現時点では確定しておりませ
ん。原子力発電所の修復作業が終了し、安全が確認され、福島工場への立入りが許可された後、速やかに被害の程度を確認するとともに復旧作業を実
施する予定であり、操業の停止による減産に対しては、一部外注生産による代替供給先を模索中です。
　なお、平成23年２月28日現在の福島工場の有形固定資産及びたな卸資産は以下のとおりであります。
（有形固定資産）
　建物及び構築物　　　　　　788,206千円
　機械装置及び運搬具　　　　116,152千円
　その他　　　　　　　　　 　82,028千円
（たな卸資産）
　商品及び製品　　　　　　  365,825千円
　仕掛品　　　　　　　　　  208,697千円
　原材料及び貯蔵品　　　 　 470,531千円

15 E00881
ミヨシ油脂
㈱

食料品 東一
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

(重要な後発事象)
　当社グループでは、平成23年３月11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震により、千葉工場（千葉市美浜区）が被害を受けました。
(1) 被害の状況
当該地震により被害を受けた資産は、製品在庫、設備等の一部であります。
なお、人的被害はありません。
(2) 損害額
損害額は、目下算定中であり、現時点では確定しておりません。
(3) 当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響
千葉工場の生産設備は、既に復旧しており、営業活動等に及ぼす影響は軽微であります。

16 E01086
㈱ブリヂスト
ン

ゴム製
品

東一、
大一
etc.

注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

(東北地方太平洋沖地震による被害の発生)
　2011年３月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震により、関東以北にある当社工場（栃木工場、那須工場、黒磯工場、東京工場、横浜工場）、当社
グループの販売会社や直営小売店等に被害が発生しております。
　当社工場においては一部設備等に損傷が確認されましたが、甚大な被災はなく、既に一部において生産を再開しております。当社グループの販売会社
等においては、被災箇所が広範囲にわたることから、被害状況については調査中であります。
　従って、現時点で損害額を合理的に見積もること及び地震による被害が当社グループの営業活動に及ぼす影響を見積もることは困難であります

17 E03078 ㈱大塚家具 小売業 ＪＱＳ
注記事項（単
体） ： (重要な
後発事象)

東北地方太平洋沖地震の影響について
　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、仙台ショールームを中心に関東各店舗等において設備備品及び商品の一部に破損等の
損害が発生いたしました。
　破損した設備備品及び商品については代替又は修繕等により対応を図りますが、実質損害額は現時点において未確定であります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

18 E03342
㈱ベルパー
ク

情報・通
信業

ＪＱＳ
注記事項（単
体） ： （重要な
後発事象）

 震災による被害の発生
  平成23年３月11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震により、東北地方及び関東地方の一部店舗において、商品、店舗設備及び什器等への被
害が発生いたしました。
　なお、お客様及び従業員等の重大な人的被害はございません。また、店舗営業に必要な電気・水道等のライフライン等が遮断されている地域において
は一部営業を中止しております。さらに、電力会社による計画停電の影響に伴い、一部の店舗において営業時間を短縮しております。
被害を受けた商品、店舗設備及び什器等の被害見込額
 約30,000千円
　上記見込額は、現時点で当社が把握している被害状況から地震発生時の資産の簿価に基づいて算定した金額であり、金額が変動する可能性がありま
す。
　当該地震による一部の店舗の営業停止及び電力会社の計画停電による営業時間の短縮が当社の営業活動に影響等を与えることとなりますが、その影
響については、計画停電の解消時期等が未定のため、把握することが困難であります。

19 E04515 京葉瓦斯㈱
電気・ガ

ス業
東二

注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

(震災による損害の発生）
　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、当社のガス供給設備が重大な被害を受け、一部供給区域で都市ガスの供給を停止した。
これに伴い、翌連結会計年度において復旧費等の損失の発生が見込まれるが、完全復旧に向けた作業を継続中であり、現時点では影響額の算定は困
難である。

20 E03366

日本マクド
ナルドホー
ルディング
ス㈱

小売業 ＪＱＳ
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による店舗設備の毀損、電力・ガスの供給停止、原材料等の供給遅延等により、平成23年3月24日
現在、東北地方を中心とした地域に所在する146店舗（フランチャイズ店舗含む）が営業を停止しております。なお、被害を受けている当社グループ所有の
設備の主な内容は、建物及び構築物、機械及び装置ならびに工具、器具及び備品であり、被害額については現在調査中であります。
  また、被害箇所が広範囲にわたり、復旧の方法を短期間に決定できない状況にあり、被害状況についても調査中のため、現時点で翌期に支出すると認
められる撤去費用、原状回復費用、在庫廃棄損等を合理的に見積もることは困難であります。
　したがって、現段階で地震による被害が翌期の営業活動に及ぼす影響を見積もることは困難であります。

21 E04783
ロイヤル
ホールディ
ングス㈱

小売業
東一、
福上

注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

　平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」により、東北地方並びに関東地方で営業している当社グループの店舗において、建物
の一部損傷などの被害が発生しており、一部の店舗では営業を休止しております。また、千葉県にある当社グループの工場設備の一部が損傷するなど
の被害が発生しております。
　これらの被害は、地震発生間もないことから、現在被害状況を調査中であり、現時点で損害額及び翌期の営業活動等に及ぼす影響を見積ることは困難
であります。
　なお、物的被害が発生した多くの店舗では、店舗資産の原状回復に大きな支障は生じておらず、また、工場設備は部分的な被害であり、既に生産活動
に必要な状態にほぼ復旧しております。ただし、本地震に起因して発生する計画停電などライフラインの遮断、あるいは食材等の仕入停滞や物流業務に
おける支障などが、翌連結会計年度の経営成績等に影響を及ぼすことが予想されます。
 

22 E01028
伊勢化学工
業㈱

化学 東二
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

　平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」が、平成23年12月期の当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす
可能性があります。
　当社が把握している情報は、以下のとおりであります。
　１．被害状況について
　　　当社グループ事業所の状況について
　　　千葉県内の事業所におきまして、生産設備の一部が稼動を停止しております。
　　　また、設備の一部が損傷し、復旧に向けて作業を行っております。
　２．業績への影響について
 　　 今回の地震が当社グループの業績に与える影響額につきましては、現時点では状況を確認中であり、合理的に見積もることができないため不明であ
ります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

23 E01141
ダントー
ホールディ
ングス㈱

ガラス・
土石製

品

東一、
大一

注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による人的被害はありませんが、連結子会社ダントー株式会社（東京都中央区）におきましては、営
業時間の繰り下げや繰り上げを実施し営業を行っております。
また、仙台事務所におきましては、余震が続く中、本格的な営業活動の再開は未定であります。
一方、連結子会社ダントープロダクツ株式会社（栃木県宇都宮市）の宇都宮工場は、建屋及び生産設備に被害が発生したため、生産を停止し点検作業を
続けておりましたが、中長期的な電力需給の逼迫が見込まれる中で、安定的な生産を継続することを断念せざるを得ないとの結論に至り、平成23年３月
28日開催の取締役会において当該工場を閉鎖することを決議いたしました。
なお、今後当社グループの営業活動に及ぼす影響、工場閉鎖に伴う固定資産の処分、従業員に対する割増退職金及び諸費用につきましては、現在見積
り精査検討中であります。

24 E03080 ㈱京樽 小売業 ＪＱＳ
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

３．東北地方太平洋沖地震の影響について
当社は、平成23年3月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震により、東北および関東地方の店舗が被害を受けました。固定資産の一部が損傷いた
しましたが、これによる当社の営業活動等に及ぼす影響、復旧の見通しおよび修繕工事等に係る費用を含めた実質損害額は、現地の確認ができないた
め現時点では未確定であります。

25 E00593 ㈱三陽商会
繊維製

品
東一

注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

（重要な後発事象）
　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、宮城県石巻市に所在する株式会社サンヨーエクセル（持分法適用非連結子会社）の宮城
工場の建物に重大な被害を受け、また、当社グループの事業所及び店舗においては商品の一部に汚損、破損等の被害が発生しております。
　なお、被害が広範囲にわたり、復旧工事の方法等を短期間に決定できない状況にあり、また、被害状況についても現在調査中で、現時点で翌連結会計
年度に支出すると認められる撤去費用又は原状回復費用等を合理的に見積もることは困難であります。
　したがって、現段階で地震による被害が翌期の営業活動に及ぼす影響を見積もることは困難であります。

26 E00762 多木化学㈱ 化学 大一
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

（地震による損害の発生）
　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震によって、当社及び一部の連結子会社が宮城県石巻市の運送保管業務委託先で保管していた、
たな卸資産が被災致しました。
　被災した、たな卸資産の帳簿価額は約121百万円ですが、翌連結会計年度の業績に与える影響額は現時点において未確定であります。

27 E03896
㈱全国旅館
会館

非公開 非上
財務諸表等 ：
（３）【その他】

（３）【その他】
　平成23年３月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」により、当社所有の賃貸ビルの一部につき損傷等の被害が発生しております。損害額
につきましては、現在見積をしている段階でありますが、重大な影響を及ぼすものではないと判断しております。

28 E04703
㈱北海道
フットボール
クラブ

非公開 非上
財務諸表等 ：
（３）【その他】

(3) 【その他】
東北地方太平洋沖地震の影響について
平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、Ｊリーグの試合について３月及び４月の一部の試合が開催中止となりました。これにより、当
社も３月13日、19日、４月３日に開催予定のホームゲーム３試合が中止となりました。
なお、リーグ戦は４月23日から再開することが既に決定しております。中止となった試合の代替試合の日程等は未定であります。

29 E01654
ホシザキ電
機㈱

機械
東一、
名一

連結財務諸表
等 ： （２）【その
他】

②決算日後の状況
　平成23年３月11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震による、業績に与える影響額は、現在調査中であり、未確定であります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

30 E01431
協立エア
テック㈱

金属製
品

ＪＱＳ
連結財務諸表
等 ： （２）【その
他】

②決算日後の状況
　　平成23年３月11日に発生しました「東北地方太平洋沖地震」により東北地方に所在する子会社の日電機器株式会社の建物の一部に損傷等の被害が
発生しておりますが、有価証券報告書の提出日現在では資産・負債及び損益に重大な影響を及ぼす状況の報告は受けておりません。

31 E02098
日亜化学工
業㈱

非公開 非上 【追加情報】

  平成23年３月11日に「東北地方太平洋沖地震」が発生しました。当社グループはこれによる重大な直接的被害は免れましたが、当社グループの調達
先、顧客等に重大な被害が生じた可能性があります。また、今後の復旧状況により、生産、販売に影響を及ぼす可能性がありますが、現在のところ、具体
的な影響は不明です。

32 E05511
日本オフィ
ス・システム
㈱

情報・通
信業

ＪＱＳ

企業情報 ： 事
業の状況 ： ３
【対処すべき課
題】

３【対処すべき課題】
(1) 現状の認識及び当面の対処すべき課題の内容
今後のわが国経済は、高失業率、デフレ、円高基調の継続が予想され、加えて東北地方太平洋沖地震の影響もあり、より厳しい環境になることも予想さ
れます。先の地震による当社への直接的な損害は軽微であり、事業活動に対する影響は小さいものと考えておりますが、今後、予測不能な損害が発生す
る可能性もあります。

33 E04560 藤田観光㈱
サービ
ス業

東一、
大一

企業情報 ： 事
業の状況 ： ３
【対処すべき課
題】

なお、平成23年３月11日に東北関東大震災が発生しました。この震災が日本経済に及ぼす影響の全貌は現時点で明らかではありませんが、これまで述
べた課題認識が変わるものではなく、ホテル・サービス業としての社会的な使命を果たしつつ、事業として利益を確保していくことが重要であると認識して
おります。さらに「お客様と従業員の安全確保を最優先」とし、それを確保しつつ「お客様に安心・快適な宿泊と食事を提供する」というホテル・サービス業
の使命を果たし続ける、という行動基準のもと、その時々の状況に応じた柔軟な対応を行ってまいります。

34 E04560 藤田観光㈱
サービ
ス業

東一、
大一

企業情報 ： 事
業の状況 ： ７
【財政状態、経
営成績及び
キャッシュ・フ
ローの状況の
分析】

(4)  戦略的現状と見通し
当社グループを取り巻く事業環境は、消費の低迷や低価格化などデフレの長期化が懸念され、引き続き厳しい状況となることが予想されます。このような
環境下において、刻々と変化するお客様のニーズに合った商品を提供し、当社グループの特長を生かした新たな営業活動に取り組むことで売上高を確保
し、従来から推し進め、一定の成果を上げているコスト圧縮についても、新たなシステム導入によるオペレーションフローの見直しなど、引き続き、業務の
効率化・合理化を推進し、利益の向上を図ります。
以上の取り組みにより、平成23年度においては売上高645億円、経常利益21億円を見込んでおります。

なお、上記の業績見込みは、平成23年3月11日の東北関東大震災発生前に策定したものであります。

35 E04560 藤田観光㈱
サービ
ス業

東一、
大一

注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

（東北関東大震災の影響について）
  平成23年３月11日に東北関東大震災が発生しました。当社および連結子会社の施設に重大な損傷はありませんでしたが、一部の施設において、点検
や設備の復旧作業などにより営業を縮小しております。なお、この震災により、旅行や宴会の延期および計画停電の実施など、当社グループの営業活動
および業績に影響を与える可能性がありますが、現時点では影響額の算定が困難であります。

36 E02800
ビーピー・カ
ストロール
㈱

石油・石
炭製品

東一

企業情報 ： 事
業の状況 ： ３
【対処すべき課
題】

３ 【対処すべき課題】東北関東大震災により、経済の先行きが一段と不透明になりましたが、当面はその推移を注視しながら、当社事業への影響を判断し
ていく体制をとっていきます。一方、底流としての当社を取り巻く事業環境も、新車登録台数は政府による補助金政策により昨年度は一時的にプラスに転
じたものの、将来的には横ばいとなり、また自動車用潤滑油は一般消費者のカーメンテナンスへの関心度の低下等から市場規模は縮小傾向にあります。
一方、昨今の中東地域の地政学的リスク、新興国で見込まれるエネルギー需要の急速な拡大、行き場を失った世界の投機マネーの流入等の影響を受
け、原油価格は再び上昇基調にあります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

37 E00474

Ｂ－Ｒ　サー
ティワン　ア
イスクリー
ム㈱

食料品 ＪＱＳ
注記事項（単
体） ： (重要な
後発事象)

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、富士小山工場及び外部倉庫に保管していた製品及び原材料と、フランチャイジーに貸し出していた賃
貸店舗用設備の一部に被害が発生しております。
この被害金額については現在算定中でありますが、間接的な影響を除き、製品及び原材料については約37百万円、賃貸店舗用設備については約64百
万円を見込んでおります。

38 E00374 ㈱不二家 食料品 東一
注記事項（連
結） ： (重要な
後発事象)

当社グループは、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災により、東北地方及び関東地方の一部の営業設備及び子会社製造設備等が被害を受
けました。
１　被害の状況
当該災害により被害を受けた資産は、たな卸資産、建物、機械装置等の一部であります。
なお、人的被害はありません。
２　損害額
損害額は、目下算定中であり、現時点では確定しておりません。
３　当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響
当社グループの主要な営業設備及び生産設備等には重大な被害はありませんが、計画停電等により今後の営業活動及び生産活動に支障をきたす可能
性があります。
なお、被災事業所については、営業活動及び生産活動に及ぼす影響を最小限に抑えるために早期復旧に向けて鋭意努力しております。
 

39 E02644

キヤノン
マーケティ
ングジャパ
ン㈱

卸売業 東一

企業情報 ： 事
業の状況 ： ３
【対処すべき課
題】

　また、当社グループは、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、東北及び関東の物流センターにおいて、商品の落下、破損等の被害を受け
ました。その他、一部の建物等の設備に破損等の被害が発生しております。なお、キヤノン株式会社及びその生産子会社における一部操業停止や、被災
地域の取引先等の被害により、売上や利益の減尐等が見込まれますが、当社グループでは今後の業績への影響を最小限に抑えるために、全力を挙げ
て取り組んでまいります。

40 E02644

キヤノン
マーケティ
ングジャパ
ン㈱

卸売業 東一
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

（東日本大震災による被害の発生について）
当社グループは、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、商品在庫及び一部の建物等の設備に被害を受けました。
（１）被害の状況
①人的被害について
当社グループの従業員に関しましては、全員の安否確認が取れており、甚大な人的被害は生じておりません。
②事業所等の状況について
東北及び関東の物流センターにおいて、商品の落下、破損等の被害が発生しております。また、一部の建物等の設備に破損等の被害が発生しておりま
す。
（２）損害額
損害額は算定中であり、現時点では確定しておりません。
（３）当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響
上記の被害のほか、キヤノン株式会社及びその生産子会社における一部操業停止や、被災地域の取引先等の被害により、営業活動に重要な影響を及
ぼす可能性があります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

41 E00375
山崎製パン
㈱

食料品
東一、
大一

注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

  平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、当社の仙台工場及び連結子会社㈱サンデリカの仙台第一事業所等が被害を受けました。
１  被害の状況
当該災害により被害を受けた資産は、たな卸資産、
工場建物、製造設備の一部等であります。
２  被害額
被害額は目下算定中であり、現時点では確定しておりません。
３  当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響
当社の仙台工場については、一部のラインが復旧し、生産を開始しております。㈱サンデリカの仙台第一事業所においては、早期復旧に努めております。
なお、当社の他の各工場は被災地の救援、生産・営業活動に全力を挙げて取り組んでおりますが、余震・計画停電等があり、営業活動等に及ぼす影響に
ついては予断を許さない状況であります。

42 E04744 南部富士㈱ 非公開 非上

企業情報 ： 事
業の状況 ： ４
【事業等のリス
ク】

また、平成23年3月11日に発生した東日本大震災による影響につきましては、当社のゴルフ場施設等は直接的な被害は受けておりませんが、震災の影響
により、今後、ゴルフ場入場者数の大幅な減尐があった場合には、同社の経営状況の変動が当社の経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があ
ります。

43 E02274 キヤノン㈱
電気機

器

東一、
大一
etc.

企業情報 ： 事
業の状況 ： ７
【財政状態、経
営成績及び
キャッシュ・フ
ローの状況の
分析】

７．最近の動向

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、当社では、主に宇都宮事業所及び生産子会社の福島キヤノン株式会社のたな卸資産、建物等に被
害を受けました。また、当社およびその販売子会社であるキヤノンマーケティングジャパン株式会社の東北及び関東地方の倉庫において、製品の落下、
破損等の被害を受けました。これらにより、一部の事業所及び生産子会社では操業を停止しております。当社ではこうしたグループの被災に対応するため
「東日本大震災復旧対策本部」を立上げ、一日も早い復旧に向けて対策を講じております。

　また、当社の経営成績および財政状態に与える影響額については提出日現在では算定が困難でありますが、短期的には、営業収益の減尐とともに復
旧等に係る費用等の発生により相当の影響が見込まれます。

44 E02274 キヤノン㈱
電気機

器

東一、
大一
etc.

連結財務諸表
作成の基本と
なる事項 ： 注
23　重要な後発
事象に関する
注記

注23　重要な後発事象に関する注記
　平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、当社では、主に宇都宮事業所及び生産子会社の福島キヤノン株式会社のたな卸資産、建物等に被
害を受けました。また、当社及びその販売子会社であるキヤノンマーケティングジャパン株式会社の東北・関東地方の倉庫において、製品の落下、破損等
の被害を受けました。一部の事業所及び生産子会社では操業を停止しており、現在、操業再開に向けて対策を講じております。また、損害額については
提出日現在では算定が困難であります。
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2010年12月決算企業の有価証券報告書記載内容

No.
EDINET
コード

会社名 業種
取引
所

記載箇所
有価証券報告書

（決算日：2010年12月31日）

45 E03400
㈱フジオ
フードシステ
ム

小売業 ＪＱＳ

企業情報 ： 経
理の状況 ： 連
結財務諸表等
： （２）【その他】

（２）【その他】
　①　連結会計年度終了後の状況
　　　東北関東地方大震災について
　　　　当社の直営店及び加盟店は、平成23年３月11日に発生しました東北関東地方大震災により被害が発生しました。
　　　　被害状況及び復旧の予定、当該災害が営業活動に及ぼす重要な影響
　　　　(1) 直営店（首都圏25店舗・東北地方１店舗）
　　　　　　首都圏の当社直営店においては、建物等への大きな損害もなく、店内の清掃、修繕が完了した店舗から順次営業を再開しております。
　　　  　　東北地方においては、直営店として以下の１店舗を出店しております。
     　　　　　秋田泉中央食堂　（秋田県秋田市泉中央１－３－４）
　　　　　　上記店舗については、一部食器が破損した以外は、店内に大きな損害はありません。しかし、必要な物流が確保されておりませんので営業は一
時的に休止しております。物流が確保され次第、営業を再開する予定です。
　　　　(2) 加盟店（東北地方）
　　　　　　東北地方の加盟店においては、損傷が軽微で、かつ食材発送が可能な店舗は出来る限り営業を継続しております。しかしながら一部の地域は
店内の備品等の落下・転倒、電気等のライフラインが遮断されているなどの報告を受けており、営業を休止している状態です。これらの店舗につきまして
は、速やかな営業再開に向けて、会社をあげて被害状況の把握に務めるとともに各種対策を進めております。

46 E22559
サントリー
ホールディ
ングス㈱

非公開 非上

企業情報 ： 事
業の状況 ： ３
【対処すべき課
題】

なお、2011年3月11日に発生した東日本大震災の影響が予想されますが、当社グループの業績への影響を最小限にすべく、全グループをあげて対処して
まいります。

47 E22559
サントリー
ホールディ
ングス㈱

非公開 非上
注記事項（連
結） ： （重要な
後発事象）

（東日本大震災による被害の発生について）
2011年3月11日に発生した東日本大震災により、当社グループの東北地方及び関東地方の拠点等において、一部に被害が発生しました。なお、当社グ
ループの翌期以降の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに与える影響については現時点で調査中であり、金額の算定は困難であります。
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